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研究成果の概要（和文）：各種学術組織や職能団体との関係が強い地方大学と地域および行政との連携、そして
近隣あるいは行政が指定する医療施設との連携、更には地域住民の生活再建を支援する仕組みを検討し、大規模
自然災害に備えた地方大学による地域住民支援システムを構築することを目的とした。結果として、学生も巻き
込んだ日常の地域住民と地方大学との関係づくり、地方行政の災害対策会議への地方大学の参加、地域の職能団
体との関係作り、大学の特徴を生かした地域組織との連携、身近な大学としての認識強化、避難所運営マニュア
ル作成支援、学内運営・外部組織連携・地域住民連携を考慮した組織作り、他大学との日常的な関係作り、の各
要件が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to consider collaboration between regional 
universities with various academic organizations and functional groups, regional and administrative 
cooperation, collaboration with medical facilities designated by neighboring or administrative 
agencies, and mechanism to support local residents' living reconstruction .
As a result, the following requirements were clarified. Creating relationships between local 
residents involved with students and local universities. Participation by regional universities to 
disaster countermeasures of local administration. Making relationships with regional functional 
groups. Collaboration with regional organizations that make use of the characteristics of 
universities. Enhance recognition of local residents as familiar universities. Assistance for 
evacuation center operation manual preparation. Organization considering external cooperation and 
local residents' cooperation. Making a daily relationship with other universities.

研究分野： 災害看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 1995 年に発生した阪神・淡路大震災をは
じめ、国内では 2004 年の新潟県中越地震な
ど、多くの災害が発生し、それにより災害に
おける医療者の役割の明確化(加納川: 2000)
や、災害医療対策の再構築の必要性が指摘さ
れることとなった。この様な状況において、
本研究は、高知県職員提案事業をスタートさ
せ、全国的な災害看護支援ネットワークシス
テムの構築に至る一連の災害看護に関連す
るシステム研究を進めて来た。これまで、災
害時の看護に対する準備状況(山田: 2000)や、
災害看護の取り組み状況(森下: 2001、2002)
の調査を通し、災害における看護の役割を抽
出すると共に、それら役割を洗練化(山田: 
2001)しながら体系化して来た(山田: 2003)。
災害時には、個々の役割を十分に発揮するた
めに各種情報収集やそれらの調整が重要で
あり、それら活動をネットワーク(山田: 2002)
を通して行うが、このネットワークが十分に
稼動できるような行政、あるいは職能団体等
との連携(山田: 2005、2006、2007)が必要と
なる。災害多発県である高知県では、その経
験も踏まえながら、災害における看護マンパ
ワーの供給体制等を検討し、災害支援ナース
を保証し、保障し、補償するための災害看護
協力協定 (山田 : 2008、2009a、2009b、
Yamada: 2010)の締結を促進して来た。しか
し、このような画期的なシステムは、未だ全
国的には充分に普及しておらず(山田: 2010a、
2010b)、これら災害看護活動を支援するシス
テムの各都道府県での構築、およびそれを司
る上位災害看護支援ネットワークシステム
が必要である(山田: 2011a、2011b)。また、
効果的な災害看護活動を展開するには、災害
時に必要となる看護マンパワーの提供と調
整、および災害看護情報の提供と共有(井上: 
2007、Inoue: 2010)も必要であり、それらも
含めたトータル災害看護支援ネットワーク
システムの構築をこれまで検討し、一応の成
果が出ている。その様な折り、平成 23 年 3
月に東日本大震災が起き、根本的な災害対応
の在り方を見直する機会となった。亜急性期
が長期間続き、発災後 1 ヶ月が経過しても発
災直後の状態がそのまま残る状況となり、こ
れまでの災害とは異なる様相を呈した。発災
直後から多数の地域住民の避難所生活が始
まり、医療チームはいち早く被災地に駆けつ
けたものの、大規模な津波災害特有の被災状
況から、想定よりも重傷者の数が少なく、本
来予定していた救急医療活動の展開にはな
らなかった。そこで駆けつけた救急医療チー
ムが、医療施設から地域の巡回診療へと活動
の場を広げると、複数の医療チームが避難所
に押し寄せるなど、需要と供給のバランスが
崩れ、避難生活を送る被災住民の生活を乱す
ことも起こった。一方、長期に渡る避難所生
活から、保健活動のニーズは多く、秋口まで
多くの保健チームが活動することとなった。
また、発災直後から医療チームと保健チーム

の役割分担が上手くいかず、被災住民にしわ
寄せが来る状況もしばしば見受けられた。 
阪神淡路大震災も含め、それ以後の国内災

害の経験から、救命救急活動をシステム化す
る研究は、前述のとおり本研究の先行研究も
含め、充実して来ている。しかし、今回の東
日本大震災から、我々は急性期後のその先に
ある地域住民の生活に視点を据えた救護救
援活動、あるいは生活支援活動や、更には生
活再建を支援するシステムの構築の必要性
を痛感した。また、色々な組織が被災地に入
る状況を考慮すると、被災地で経時的に一貫
して備えから生活再建を支援することが、地
域住民のニーズに応えることであると考え、
それを実現できる組織の一つが被災地域に
以前から存在する地方大学ではないかと考
えた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、各種学術組織や職能団体との関

係が強い地方大学と地域(地域住民と自主防
災組織)および行政との連携(被災地域での生
活支援と避難所運営)、そして近隣あるいは行
政が指定する医療施設との連携(救護救援を
含む生活支援)、更には地域住民の生活再建を
支援する仕組みを検討し、大規模自然災害に
備えた地方大学による地域住民支援システ
ムを構築することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究は以下の 9 点で検討を進めた。 
(1) 他方大学と地域住民および自主防災組

織と協働した防災・災害対策の検討 
(2) 地方大学と行政機関と協働した地域の

備えから生活再建までの災害対策の検
討 

(3) 地方大学と学術組織および職能団体と
の地域の災害対応における連携の検討 

(4) 地方大学と地域の医療機関との災害対
応における連携の検討 

(5) 地方大学による、被災地で生活する被災
住民に対する救護救援や生活支援の在
り方の検討 

(6) 地方大学と被災住民と協働した、避難所
での救護救援や生活支援を含めた避難
所運営の在り方の検討 

(7) 被災住民の生活再建を支援する地方大
学の在り方の検討 

(8) 地方大学の災害における地域連携に対
応するための学内組織の在り方の検討 

(9) 災害における地方大学同士の連携の在
り方の検討 

 
４．研究成果 
方法で示した9点に関し研究成果を述べる。 

(1) 他方大学と地域住民および自主防災組織
と協働した防災・災害対策の検討 

高齢化が進む日本では、いわゆる田舎であ
っても昔ながらのコミュニティーが崩壊し
ているところもあり、災害前のいわゆる防



災・減災活動の不活発化が課題である。本研
究が対象としている地方大学周辺の、災害が
発生すれば大学が避難所となる地域との連
携を検討するために、大学が企画した災害訓
練に町内会も巻き込んで訓練を行い、地方大
学と地域住民との連携を検討した。また、特
に地方大学の学生と地域住民との日頃の関
係作りを促進するために、月一回のサロン活
動を企画し、地域の公民会で実施した。関係
性はサロンの回数を重ねるほど向上するが、
災害対策となると自主防災組織の基盤が脆
弱であると、なかなか具体的な防災・減災活
動に繋がらないことがわかり、地方大学との
関係性作りの要件として、町内会の自主防災
組織づくりに、どの様に地方大学が関わるか
が指摘された。避難所運営は、避難場所の所
有者である大学ばかりではなく、具体的に運
営を中心となって行っていく地域住民との
連携が必要である。 
また、平時および訓練時に各種アンケート

調査を実施し、地域住民の意見を聴取した。
災害訓練等の参加の頻度が多い地域住民は、
地方大学を避難所として認識しているが(-2
から+2 の 5 ポイントスケールで、平均が
0.23)、参加の頻度が少ない住民は認識が低
く(0.02)、具体的に避難したり、避難所とし
ての種々の対応の期待度が異なることが分
かった。特に、普段の災害に関する関係が無
い住民は、避難すべきとも思わない割合が多
かった(平均0.05に対し-0.17)。この傾向は、
大学を介しての他の自主防災組織からの支
援に関しても同様であったが、地方大学と地
域住民との今後の災害における連携には、期
待が高かった(平均 1.17)。 
 
(2) 地方大学と行政機関と協働した地域の備

えから生活再建までの災害対策の検討 
地方大学は公的な機関として、その環境の

視点から災害時に避難所の役割を担うこと
が多い。避難所は市町村が管理運営するもの
であるが、行政からのトップダウンで避難所
運営を行うには限界がある。効果・効率的な
避難所運営のためには、情報の交換・共有を
目的とし、地域行政の防災会議等に委員とし
て大学が関わる必要がある。本研究では、具
体的に地域行政の災害に関する委員会に委
員として参加し、そこで収集した情報をベー
スに、地方大学の災害行政における役割を模
索し、避難所ばかりではなく、救護所等の機
能、あるいは大学周辺の医療機関との連携等
についても提案し、具体的な訓練を通してそ
れらを検証した。また、東日本大震災にて活
動した保健チームの活動を基に作成したガ
イドラインに従い、それぞれの地域の特性を
考慮した、地域行政における具体的な災害支
援活動のマニュアル作成を支援した。 

 
(3) 地方大学と学術組織および職能団体との

地域の災害対応における連携の検討 
東日本大震災にて、日本看護協会は四千人

余りの看護職を災害支援ナースとして派遣
しているが、派遣される看護職は、各都道府
県の看護協会からの派遣となる。そこで本研
究は、地元の看護協会との災害支援ナース養
成に関し、連携のあり方を検討した。特に高
知県では、地域災害支援ナースと称し、本協
会のルールに縛られない、有用な人材を発掘
し育てるシステムを構築した。この構築過程
において本研究グループが関わるとともに、
その後の各地域での教育にも関わり、地方大
学と職能団体との連携のあり方を検討する
とともに、具体的な連携活動を行った。学術
組織との連携に関しては、日常的な関わりと
ともに、前述の災害支援ナースの養成を通し
て、学会が派遣する先遣隊等の専門集団との
連携を検討した。また、災害看護用語の検討
等、大学と学術組織の連携を具体的な切り口
から模索した。 

 
(4) 地方大学と地域の医療機関との災害対応

における連携の検討 
これまでの研究により、地方大学と地域の

医療機関との連携を検討するに当たり、単な
る専門性を切り口とした連携では、特に地域
との関わりが多い、あるいは多く持つべき地
方大学としては十分な役割が果たせないこ
とが明らかとなって来ている。本研究では、
実験的にかつ実質的に隣接する医療機関と
合同の災害訓練を行うことにより、専門性の
視点と、地方大学としての災害における役割
の視点を検討した。東日本大震災の報告にも
あるように、発災直後の医療機関には、傷病
者が運び込まれるばかりではなく、多くの自
ら動くことのできる地域住民が殺到し、本来
しなければならない災害医療を遂行できな
い。本研究では、医療機関の視点としてトリ
アージの緑エリアを地方大学で引き受け、更
に多くの学校施設が指定されている避難所
の機能を並行して発揮するにはどの様な要
件が必要か検討し、具体的に訓練を実施する
ことによりそれらを検証するとともに、課題
の整理を行った。地方大学としては、専門性
という視点からはかなり踏み込んだ緑エリ
アとなる救護所設置ではあるが、隣接する医
療施設から医療スタッフの派遣計画を十分
に立て、具体的には 10 名程度の派遣を得て
検証ができた。この間、地方大学と医療施設
との合同災害訓練は 6回を数え、その都度新
たな状況設定を加えることにより、より具体
的かつ現実的な課題を抽出するとともに、そ
れらを解決して来た。このことは、地域住民
にも伝わり、大学に避難すれば、医療施設の
支援が得られることに繋がる、という認識が
高かった(平均 0.30、隣接地域 0.82)。 
 
(5) 地方大学による、被災地で生活する被災

住民に対する救護救援や生活支援の在り
方の検討 

地方大学は災害時に避難所にほぼ指定さ
れているが、地域住民との学際的連携はある



ものの、小中学校とは異なり、地域住民の生
活面での関係性は比較的希薄である。その様
な地域住民との避難所協働運営が課題であ
り、避難所運営マニュアルの作成支援の在り
方等の検討を行った。また、前述の合同災害
訓練では、避難所対応として地域住民と大学
が協働して運営できるようにHUG訓練の実施
も含め、避難所運営および食の対応も行った。
尚、地方大学として所属する学生も救護所と
避難所の役割に如何に参加するかを実験的
に行い、それぞれの必要条件の検討を行った。
意識調査からは、地方大学に避難すれば、保
健・福祉機関からの支援が得られと思ってい
る住民は平均で 0.28(隣接住民は 0.94)、地
方大学に避難すれば、他の避難所からの支援
が 得 られと 思 ってい る 住民は 平 均 で
-0.43(隣接住民は 0.24)であった。医療連携
等の地方大学の特性は理解しているものの、
避難所間連携の認識が低いことがわかった。 

 
(6) 地方大学と被災住民と協働した、避難所

での救護救援や生活支援を含めた避難所
運営の在り方の検討 

実際に避難所を運営するのは地域住民で
あるとの考えから，避難所運営マニュアルの
作成などを進めているものの、本地方大学の
位置する地区は特に高齢化が激しく、地域内
で十分な連携が取れていないのが現状であ
る。その様な状況において、如何に地域と連
携し、被災時に対応するか検討する必要があ
る。本地方大学では、学生活動を支援するプ
ロジェクトがあり、その中で、大学周辺の地
区で活動する団体が組織されている．普段か
ら地域住民と関わる機会を持つ団体と連携
をとることによって、被災時における避難所
運営をより円滑に行う土壌を作ることが可
能である。また、各学部の連携をより強化し、
お互いの活動内容をより透明化することに
よって、被災時における円滑な支援活動、ま
た早期の教育活動復帰へとつながると考え
られる。そして、防災活動において重要なの
は、教員・学生の防災に対する意識強化であ
り、他大学においても、図上訓練などを通じ
て災害に対する認識を強化したり、問題点を
浮き彫りにしたりする取り組みが実施され
ている。定期的な研究会の実施や、より実践
に近い訓練の設定などを通して、教員、学生
に対して防災についての意識向上をより働
きかけていくことが重要であると考える。 
地域住民と地方大学との災害における連

携に関する調査を実施した。調査した 21 項
目のレンジを 3等分し、評定が低い方から低
群、中群、高群としたところ、高群の項目、
すなわちそう思うとポジティブに回答した
項目は、災害時に、地元大学に避難すれば、
所属する市からの支援が得られる(0.77)、災
害時に、地元大学に避難すれば、所属する県
からの支援が得られる(0.81)、災害時に、地
元大学に避難すれば、風雨をしのぐことに関
して心配はない(1.21)、地域の大学に、防

災・減災対策支援を期待している(0.95)、地
域の大学に、避難所での生活支援を期待して
いる(0.78)、地域の大学に、災害時の救護・
救援支援を期待している(0.84)、災害におけ
る、地域の大学との連携に期待している
(1.11)、であった。また、低群の項目、すな
わち、そう思わないとネガティブに回答した
項目は、災害時に、地元大学に避難すれば、
他の大学からの支援が得られる(-0.46)、災
害時に、地元大学に避難すれば、他の避難所
からの支援が得られる(-0.43)、災害時に、
地元大学に避難すれば、他の自主防災組織か
らの支援が得られる(-0.20)、災害時に、地
元大学に避難すれば、衣類に関して心配はな
い(-0.79)、災害時に、地元大学に避難すれ
ば、食料に関して心配はない(-0.18)、であ
った。 

 
(7) 被災住民の生活再建を支援する地方大学

の在り方の検討 
本研究では、東日本大震災で被災した地域

にある、宮城教育大学、岩手県立大学、岩手
県立宮古短期大学部、福島大学などの大学お
よび、その周辺地域において、現地調査を通
して生活再建を支援する地方大学の在り方
の検討を行った。 
 その結果、教育復興支援については、6 つ
のプログラム(教育復興支援事業、教員補助
事業、教員研修等事業、子ども対象の参加イ
ベント事業、心のケア支援事業、こころざ
し・キャリア教育事業) が展開されていた。
また、南東北三国立大学長の決意表明では、
「被災した子どもや若者たちが夢や希望を
失うことのないように、検定料・入学料・授
業料免除なと、大学はできる限り進学や勉学
の機会を提供しなければならない。」ことが
指摘されていた。 
 
(8) 地方大学の災害における地域連携に対応

するための学内組織の在り方の検討 
学内に地域の医療機関と連携する「災害対

策連携部会」、災害の備えと災害時の学内の
対応の仕方を検討する「学内災害対応整備部
会」および地方大学と周辺地域住民との連携
を検討する「学外連携災害対応部会」を設置
し、それぞれの視点から協働のあり方を検討
した。学内の防災マニュアルの要件を見直し、
災害拠点病院との連携、および地域住民との
連携を想定した災害訓練を企画・実施した。
この訓練では、災害対策本部を立ち上げ、実
際に被災した状況を考慮して、学内人員によ
り受傷者・避難者誘導チーム、軽症者受け入
れチーム、避難住民支援チーム、食料等対応
チームを編成した。また、学生の支援活動と
して、看護系の学生サークルが軽傷者受け入
れチームを、福祉計の学生サークルが避難所
運営をそれぞれ支援し、看護・福祉系のサー
クルが避難住民支援チームの企画として大
学が位置する町内会の住民と災害に関する
懇談会を運営するなど、学生の役割も検討し



た。軽傷者受け入れチームでは、訓練回数を
重ねる毎に自立できる様になり、役割分担を
全く決めず、発災後の限られた時間内に、軽
傷者エリアのチームビルディングを如何に
行うかというチャレンジも可能となった。避
難住民支援チームでは、避難所となる体育館
での避難者受け入れだけではなく、避難者に
事前に認知症などの心理社会的に困難な状
況を設定し、避難所でのトリアージを実施し、
それらに対応できる訓練に発展させた。食料
等対応チームでは、災害非常食を提供し、隣
接する災害拠点病院との食料相互貸借を行
った。これらの訓練の企画及び実施により、
他方大学の避難所としての衣食住、更には地
域連携としての医療の提供の役割が明確に
なった。 
 
(9) 災害における地方大学同士の連携の在り

方の検討 
日本看護系大学協議会は、265 校を擁する

組織であるが、これまでの被災経験を通して、
大学間連携の在り方の検討が行われた。国立
大学系、同一設置主体系、あるいは、同一地
域の大学による災害時相互支援ネットワー
クが確立され、災害における相互補完の議論
が始まっている。高知県では、県下の短大や
高専も含む大学による学術情報ネットワー
ク連絡会が設立され、災害対策も一つの事業
として位置付け、第一に災害に強い地域の学
術情報ネットワークを構築すること、第二に
構築されたネットワークが災害時に稼働し、
更に互いに補完し合えるかどうか、実験を通
しながら検討して来た。小回りの利く地方大
学であるがゆえに、6 大学全てが参加可能で
あり、かつ具体的に学術情報ネットワークを
作成することができた。これまで、3 回にわ
たるネットワーク防災訓練を実施し、具体的
に回線を切断してネットワークがどの様な
挙動を示すか観察し、課題を整理するなどの
検討を繰り返した。 
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